
書式第 12号 (法第28条関係)

2019 +年度
(2019年 7月 1日～2020年 6月 30日 )

」圭定土萱型正動法△

事 業 報 告 用

事 業 報 告 書

日本コーポレート・ガバナンス・ネットワ
=ク

1 事業の成果
2019年度も、これまでと変わらず、コーポレート・ガバナンスに関して内外の企業や政府機関、研究

機関、NPOな どと協働して着実な努力を積み重ねてきた。ただ、20年初頭からの新型コロナウィルスの
感染拡大を受けて、2月下旬から予定していたイベントのほとんどは順延を余儀なくされた。5月 末から

は感染防止と活動の再開を両立させるため、オンライン形式での講演会を試行した。

当法人が行っている事業は、(1)「啓発事業」、(2)「情報発信事業」、(3)「調査研究事業」の領域に分け

られる。「スチュヮードシップ・コード」と「コーポレートガバナンス・コード」が適用され、日本の企

業社会においてコーボレート・ガバナンス改革が着実に進展していることを受け、実質を伴う活動を充

実させ、成果を社会に還元する取り組みに注力している。

(1)啓発事業

コーポレート・ガバナンス及びその周辺分野について、多様な観点から取り上げるように努めている。

MIDコ ース (2コ ース)、 コーポレート・ガバナンス連絡会、セミナー、講演会、各種勉強会などを開
催。各回とも多くの参加者を集め、広範な情報提供を行うことができた。上場会社で独立社外役員を務め

る方々、コーポレート・ガバナンスの実務を担われている方々、機関投資家、法曹・会計専門家、研究者

など、当法人の会員はもちろん、非会員に対しても多種多様な会合を通じて情報提供をしている。セミナ

ー、講演会及びMIDの詳細は別添のとおり。また、コーポレート・ガバナンスにかかわる執筆・講演活

動として、旬刊商事法務 2233号に取締役会事務局に関する論考を寄稿するとともに、日本弁護士連合会

が行う e―learmngで コーボレート・ガバナンスの動向についての講師を務めた。

(2)情報発信事業

「ホームベージ運営」を中心に、コーポレート・ガバナンスやその周辺分野を学ぶことができる会合に

関する情報発信を継続的に行った。また、「季報コーポレート・ガバナンス」を刊行した。これは直近3

か月間のコーボレート・ガバナンスの動向をコンパクトにまとめたもので、会員の多くから歓迎された。

このほか、コーポレート・ガバナンスの最新動向をテーマに、主要メディアの論説委員、編集委員等との

交流やACGA等コーポレート・ガバナンスの関係機関との意見交換も行った。

(3)調査研究事業

5つの「研究会」を設置している。具体的な名称は、「自主研究会」、「独立役員研究会」、「ファミリー

ビジネス研究会」、「ダイバーシティ部会」、「取締役会事務局懇話会」であり、多くの研究会は毎月メンバ

ーが集まり、それぞれのテーマで議論を深めることで、各分野における研究活動が展開されている。



定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従亭者
人数

受益対象者
範囲

受益対象者
(のべ)人数

事業費
(千円)

①
0.

7′ 1(),7′ 26,9/19,10/8,

11/6,11/19,12/6,12′ 16,

2/7,2′ 14

中止 :2′26

①

法人事務所、

大手町ファース

トスクエアカン

ファレンス

①

17人

①
a.当 法 人の

会員 を中心

にガバナ ン

スに関心の

ある者

①
a.694人

① セミナー

:コーボレート・ガ
バナンスに関する

最新情報の定期的
な提供

&会場参集

b.オンライン

6/11(ZOOm)

b.

5/29～ 6′7(You■lb0

b.

法人事務所

b

8人
b.当 法人の

会員

18人

b.再生回数

395回

@ 5,5s6

②l1/29 ②大阪弁護士会
館

②8人 ② 当法人の

会員 とガバ

ナ ンスに関

心のある者

②260人 ② l,129

③ 7,015③18人 ③当法人の

会員を中心

にガバナン

スに関心の

ある者

③948人③7/1,7/8,7′ 24,9/9,
9/24,9′ 3C),10/7,

10/16,10′ 25,11/20,

11/22,11′27,12/6,

12/9,1/15,2/19

(順延 )2′28,3′ 13,3′ 24

a.基調講演 (2′ 5)

必修科目 2/12,2′ 19,

(順延)必修科 目

2/26,3′ 3,3′ 12,3/16

選択科 目 3′25,4/2,″9,

4′14,4/20,4/27,5/13,

5/18,5′ 25,6′ 4,6′ 8

③法人事務所、

甲南大学ネット
ワークキャンパ

ス東京

a.法人事務所、

WTCコ ンファ
レンスセンター

a.独 立社外

役員及びそ

の候補者、ガ

バナ ンス担

当役員等

b.法人事務所

④8人

b.取 締 役会

事務局、取締

役会サポー

ト部門、ガバ

ナ ンス実務

担当者等

④ 5,715

b.9′ 3,9/13,10/4,10/15,

11′1,11/12,12/3,12/13

(修了証書授与式)

⑤5人 ⑤当法人の
会員

④546人

⑤327人 ⑤  3,597⑤法人事務所

⑥  454⑥法人事務所 ⑥5人 ⑥当法人の
会員

⑥66人

(1)啓発事業

② シンポジウム
:コーボレー ト・ガ

バナンスに関連す

るパネル、講義等

③ 講演会
:コ ーボレー ト・ガ

バナンス以外にも、

社会、経済、国際、

政治問題、教養的分

野など多様な領域

の情報提供

④ MID
a.MIDコ ース
:独立社外役員 (社

外取締役・社外監査

役)を主な対象とし

たガバナンス・トレ

ーニング・プログラ

ム

し取締役会事務局
のための 1肛D
:取締役会事務局

を主な対象とした

ガバナンス・トレー

ニング・プログラム

⑤ コーポレート・

ガバナンス連絡会
:コーボレート・ガ
バナンスの最新動

向を四半期に一度

報告

⑥ 会員交流会
:通常総会後に懇親

会を開催し、多様な

経験を持つ会員間

の交流を促進

⑤
7′29,7′ 30,7/31

10/28,10/29,10′ 30

1/27,1′ 23,1′ 29,1/30

4月 下旬 :順延

⑥ y29

書式第 12号 (法第28条関係)

2 事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【43,710】 千円)



定款に記載
された事業名 事業内容 日時 場所

従事者
人数

受益対象者
範囲

受益対象者
(のべ)人数

事業費
(千円)

@485  ⑦JCGR勉強会
:日 本コーボレー

ト・ガバナンス研究

所、経営研究所と共

催の月次勉強会

⑦コーポレート・ガバ
ナンス勉強会 :

7/10,8/21,9/18,10/9,

11/13,12/11,1/8,2/12,

3′ 11

ファイナンス勉強会 :

7/19,3/23,9/20,10/18,

11/15,12/2(),1′17,

2/21,3′ 13

⑦経営研究所 ⑦8人 ⑦当法人の

会員を中心

にガバナン

スに関心の

ある者

{1)啓発事業
(つづき)

③ガバナン

スに関心の

ある者

@ s,748

③   70③執筆・碑演
:コ ーボレー ト・ガ

バナンスにかかわ

る執筆 。講演活動

③「昨今のコーポレー

ト・ガバナンスの動向
と独立社外取締役の

役割』日本弁護士連合

会 e― learning、 「コー

ポレー トガバナンス

の進展に伴 う取締役

会事務局の深化―独

立社外取締役の支援

という観点から一』旬

刊商事法務 2233号

③法人事務所 ③l人 ③ガバナン

スに関心の

ある者

①ホームベージ運営

:コ ーボレート・ガ

バナンス及び周辺

分野を学ぶことが

できる会合を網羅

した情報発信を継

続的に実施

①更新随時 ①法人事務所 ①6人 ① ガバナン

スに関心の

ある者

① ガバナ ン

ス に関心 の

ある者

(D 1,4u

② ガバナ ン

スに関心の

ある者

② ガバ ナ ン

ス |こ 関心 の

ある者

② 意見書発出

:コーポレート・ガ

バナンスに関する

諸制度の策定、個別

企業におけるコー

ボレート・ガバナン

ス問題について、当

法人の意見を表明

②
「支配株主を有する上

場子会社のコーポレー

ト・ガバナンスに関す

る意見」法人ホームペ

ージ表明 8′ 1
「上場子会社のガバナ

ンスの向上等に関する

上場制度の整備につい

て」東京証券取引所提

出 1710
「(『責任ある機関投資

家』の諸原則《日本版

スチュワードシップ・

コード》～投資と対話

を通じて企業の持続的

成長を促すために～」

金融庁提出   1′31

②法人事務所 ②18人

③当法人の
会員

③9′18,11′19,3710
6月 分は順延

③法人事務所 ③18人 ③当法人の
会員

(2)情報発信
事業

③季報コーポレー
ト・ガバナンス

:コ ーポレー ト・ガ

バナンスの最新動

向を四半期に一度

報告

書式第 12号 (法第 28条関係)



定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益対象者

範囲

受益対象者

(のべ)人数

事業費
(千円)

(2)情報発信

事業

(つづき)

④メディアリレー
ション

:a.大手マスメデ
ィアの論説委員、編

集委員等への情報

発信や意見交換

b.関係機関との意
見交換 (ACGAラウ
ンドテープル)

a 12/2

b 7/16

④ ④法人事務所 ④8人

ょ 主要紙の
論説委員、編

集委員等

L グローバ
ル機関投資

家

④

3. 13人

b. 30人

④ ④ 516

研究会

a.自主研究会

:自 らの知見の発表

による、メンバー間

での意見交換と異

業種交流

a.3,724a■1人a.

東京 1グループ
:12回 /年 開催
うち 3回が開催で
きず

関西 1グループ
:10回 /年 開催
うち 2回が開催で
きず

b.

2019年 4月 ～2020
年 3月 :3グループ
2020年 4月 ～ :4グ

ループ

:各 10回′年 開催

法人事務所、

オンライン

大阪弁護士

会館、オン

ライン

b.法人事務所、オン

ライン

a.

東京

関西

b.5人

a.当 法人の

会員

b.当 法人の

正会員

■.369人

b.523人 b.5,740

c.1グループ

:10回 /年 開催

うち 3回が開催でき
ず

c.8人 c.当 法人の

会員

c.108人 c.1,602

d.12人 d.当法人の

会員

d.81人 d.1,419

L独立役員研究会
:主に上場企業の独

立社外取締役。社外

監査役に対するコ

ーポレート・ガバナ

ンスの最新動向の

情報提供、独立役員

を務める上での諸

問題についての意

見交換

c.フ ァミリー

ビジネス研究会

:参加者もしくは参

加者が推薦するフ

ァミリービジネス

の専門家を招聘し、

ファミリービジネ

スに関連する知見

を共有

d.ダイパーシティ

部会

:コ ーポレート・ガ

バナンスやダイバ

ーシティなど参加

者の関心に沿うテ

ーマでの意見交換、

異業種交流

e.取締役会
事務局のた

めの MIDの
講座修了者

e.166人 e.2,034

(3)調査研究
事業

e.取締役会事務局

懇話会

:上場企業の取締役

会事務局、取締役会

サポー ト部門従事

者を主体とした情

報交換。

d■ グループ

:10回/年 開催

うち 4回が開催でき
ず

e.

2019年 7月 ～2020
年 4月 :2グループ
2020年 5月 ～ :3グ
ループ

四半期毎に開催

(7月 ,10月 ,1月 ,

4月 )

c.法人事務所、アー

クヒルズクラブ、オ

ンライン

d.法人事務所

e.法人事務所、東京

証券取引所、オンラ

イン

e.6人

書式第 12号 (法第28条関係)
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(別添)

(1)啓発事業 (セ ミナー、講演会及び MID)の詳細

事業内容
実施

日程
詳細

① セミナー

(会場参集)

(オンライン)

7/10 監査等委員会設置会社の現状と課題

7/26 「グループ・ガバナンス・システムに関する実務指針」(グループ・ガイドライン)

～グローバル企業の企業価値向上に向けたグループガバナンスの在り方について～

9/19 2025年の崖を超えるために経営層が取り組むべきDXと DX推進指標の活用

10/8 内部監査部門の現状と課題～社長と監査役会等への Dual repo■ ing lineの導入

11/6 公益通報。内部通報制度を取りまく最新状況

～社外役員が押さえておくべき法・制度・実務のポイント～

11/19 株主総会議案反対票の要因分析―役員選任議案を中心に一

12/6 議決権行使の実質化と議決権行使助言会社の規律をめぐる動向一欧米の議論を参考に

12ノ16 英国の金融制度改革から学ぶ日本の資産形成アイデア

2/7 2020年定時株主総会の展望

～2019年 6月 総会の動向及び近時の法令等の改正を踏まえ～

2/14 スポーツ団体ガバナンスコードについて

新型コロナウィルスと今後のコーポレート・ガバナンスについて

6/11 :新型コロナウィルスと今後のコーポレート・ガバナンスについて(質疑応答)

② ンンポジウム 11/29 社外役員の急増で取締役会は変わったのか
'

③ 講演会 7/1 異次元緩和 6年後の真実

7/8 暗号資産 (仮想通貨)の現状と将来

7/24 攻めの経営者報酬ガバナンスの行方

～英国の報酬プラクティスを踏まえた日本企業への示唆～

9/9 取締役会評価を評価する

9/24 テルモのグローバル化、ガバナンスの取組み、ファイナンス部門のイノベーション

9/30 経営倫理の最新動向～課題事項管理と価値共有の視点から～

10/7 名画と共に学ぶ「会計の世界史」

1016 ESG投資と機関投資家との対話 :今、経営トップと取締役会に求められるメッセージとは

10/25 激動する社会と経営者

11/20 世界の構造変化と日本の埋没一本当のことを直視する勇気

11/22 元米連邦検察官が語る、米国流腐敗・不正防上方法と反社会勢力対策の実践

11/27 人工知能と人間の知性が融合して創出される未来社会

12/6 Brexitと EU、 ポスト複合危機の欧州を読み解く

12/9 株主の権利と責任 /ガバナンス不全の是正を迫った株主の言動とその背景

1/15 アクティビストが社外取締役に望むこと

2/19 社外役員がモニタリングするリスク管理体制の最新実務

～発見統制、3線ディフェンス、リスクマップ、グループ内部統制など～

5/29～ 6/7
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④ MID

a.MIDコ ース

基調講演

必修科目

2/5

2/12

2/19

基調講演 :企業価値の考え方とこれを実現するガバナンスのあり方

後援団体挨拶 :独立役員に期待される役割

主催団体挨拶 :コーポレート・ガバナンスの現状と未来

コーポレート・ガバナンスを巡る取組み

取締役会評価とその有効な活用について

b.取締役会
事務局のための

MID

9/3

9/13

取締役会事務局に期待すること～アカウンティング・ファイナンス・ガバナンスの視点から

主催団体挨拶:取締役会の実効性を支える取締役会事務局とは

取締役会事務局が知っておきたい企業不正・不祥事

10/4 上場会社のコーポレートガバナンス向上に向けた東証の取組み

～コーポレートガバナンス・コードの対応状況を踏まえて

10/15 取締役会の運営実務
～モニタリング・モデル型における付議基準、社外取締役の比率、取締役会議長のあり方など

11/1 社外取締役のサポート実務～情報提供・内部通報・監査役との連携

取締役会の実効性評価の実務～取締役会事務局の関わり方も含めて

指名・報酬委員会事務局の実務

取締役会事務局が知るべき機関投資家の考え方～ESGの 目線を含めて

11/12

12/3

12/13
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2019年度 活動計算書 (その他事業がない場合)
特定非営利活動法人日本コーポレー 卜・ガバナンス・ネ ットワーク

(単位 :円 )

【B】 経 常 費 用

2 管理費

(2)その他経費
業務用交通費

事務所賃借料

印刷製本費

事 業 報 告 用

147,739

3,509, 196

科 目 金  額 小計・合計

39,645,647

16,459,774

2,004,366

58,109,787

3

経 常

1,080,000

220,000

300,000

17, 107,332

2,763,324

18, 174,991

13,659,774

0

2,800,000

4,366

2,000,000

【A】 経 常 収 益

その他の収益

受取利息

雑収益

収 益 計

1 入会金年会費
正会員入会金

準会員入会金

賛助会員入会金

正会員年会費

準会員年会費

賛助会員年会費

2 事業収益
啓発事業収益

情報発信事業収益

調査研究事業収益

24,506,867

19,203,671

43,710,538

(2)その他経費
事業費用

業務用交通費

事務所賃借料

印刷製本費

通信運搬費

消耗品費

新聞図書費

会員管理費

ITコ ンサル料

IT修繕費

ソフト購入費

振込手数料

雑費

減価償却費

3,781, 192

443,219

10,527,590

760,846

883,318

538,897

120,859

82,896

45,150

290,300

85,967

86, 130

225,317

1,331,990

事業費計

21,789,327

2,717,540

1 事業費
(1)人件費
人件費

法定福利費

8,168,955(1)人件費
人件費

法定福利費

ｎ
ｕ

′
仕

253,6151

6,352,313



通信運搬費

消耗品費

新聞図書費

会員管理費

ITコ ンサル料

IT修繕費

ソフト購入費

振込手数料

雑費

減価償却費

会議費

支払手数料

租税公課

294,439

179,632

40,286

27,632

15,050

96,766

28,{〕 56

28,710

75, 105

443,997

47,774

336,600

827, 116

管理費計

経 常 費 用 計

14,521,268

50,231,806
-122,019当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ・・。①

C
固定 産売却益
過年度損益修正益

ｎ
ｕ

D

正

災害損失
固

ｎ

ｕ

当 期 経 常 外 増 減 額 【CI D
ｎ

ｖ

-122,019

4
′
４

′
■
′
４

45,4221473

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増

法人税、住民税及び事業税 ・・
前期繰越正味財産額 ・・・⑤

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④十⑤

③減 額 ①+②

④

経 常 外 憂
~



書式第15号 (法第28条関係)
事 業 報 告 用

2019年度 貸借対照表
盤定謝]艶巳歴動法人旦左ユ三土墜ニヒ型壁型ヒ型壁_主上L壁=立

科 口日 金  額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

57 256 832

60,480

212,023

48,191

57,571526

57,577,526

676,947

676,94

1

1

5

2,157,121

2 157 1 2 1

10 679 052

26,474

10,705,526

13,539,594

【A】 資 産 △
F=: 計 ①+② 71,117,120

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

25,694,647

749,132

20,661, 185

4,284,330

25,694647

0

0

25!694,647

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

45,422,473

4 5 544 492

-122, 019

45,422,473

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 71,117,120

現金預金

未収金

未収会費

立替金

①

1 流動資産

腱II肇 冊

(1)有形固定資産
建物附属設備

造作設備

什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

②

2 固定資産

EEI至□

(3)投資その他の資産
敷金

長期前払費用

③

1流動負債

未払金

前受金

預り金

④

2 固定負債

固ヨヨ[正割

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額



16 28条関

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日
NPO法 人会計基準協議会) によっています。
(1)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 :定率法 (ただし 造作設備は定額法)
無形固定資産 :定額法

(2)消費税等の会計処理

消費税の会計処理 :税込方式

2.事業別損益の状況

2019年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本コーポレー 卜・ガバナンス・ネットワーク

2017年 12月 12日最終改正

科 目
啓発
事業

情報発信
事業

調査研究
事業

事業部門計 管理部門 合計

774

0

16,459,774

0 004,

9
κ
仕

”
仕

暉
Ｊ
■
４
Ｃ
ｕ 647

774

366

Ｑ

一

■
４

員
Ｊ
　
ｎ
Ｕ

“
■
　
ｎ
ｕ

13,659,774 2,800,000 16,459,774

1 経常収益
1入会金年会費
2事業収益
3その他収益
経常収益計 41,650,013 58,109,787

／
■
　
１ ｎ

ｖ
７
１

ｎ
υ

И
，

７
１
０
０

ｎ
ｕ

′
ｉ

И
，

И
■̈

′
仕

21,789,327

2,717,540

Ｃ
Ｕ

７
１

′
■̈

ｎ
ｖ
ｎ
υ

29,052,436

3,623,386

16,380,128 1,335,495 6,791,244 24,500,867 81 168,955 32,675,822

294,439

179,632

40,286

147,

3,509,

75,

443,

47,

６

０

７

６

７

１

997

774

600

116
Ｏ
Ｏ

２

１

９

２

２

3,781,192

590,958

14,036,786

1,014,461

1,177,757

718,529

161,145

110,528

60,200

387,066

114623
114,340

300,422

1,775,987

47,774

336,600

0271 116

ス
■

ｎ
υ
ｎ
υ

′
■

ｎ
コ

′
■

′
■

／
■

′
亀

，
―

／
仕
′
ｉ

60,440

41,455

145,

42,

43,

112,
ｒ
ｕ

１

８

３

４

０

８

５

１

９

０

６

１

０
０
　

メ
仕

5,262,742

380,349

441,571

269,394

60,419

41,441

22,569

145,

42,

43,

112,
ｒ
Ｕ

И
，
Ｏ
υ

ｎ

υ

3,781,192

443,219

10,527,590

760,846

883,318

538,897

1201859

821896

45,150

290,3{〕0

85,967

861130

2251317

1,331,990

0

0

0

10,883,656 592,185 7,727,830 19,203,671 6,3521313 25,555,984

58,231,80627,2631784 1,927,680 14,519,074 43,710,538 14,521,268
-11,719,074 -27,250,764 27,128,745 -122,019-1 7

ll 経常費用
(1)人件費

人件費

法定福利費

人件費計
(2)その他経費

事業費用

業務用交通費

事務所賃借料

印刷製本費

通信運搬費

消耗品費

新聞図書費

会員管理費

ITコ ンサル料

IT修繕費

ソフト購入費

振込手数料

雑費

減価償却費

会議費

支払手数料

租税公課

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

:単位 :円 】



β・固定資産の増減内訳

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産
建物附属設備
造作設備
什器備品
無形固定資産
ソフトウェア
投資その他の資産
敷金
長期前払費用

4

ｎ
υ

ｏ
４

７
１

オ
仕

Ｅ
Ｊ

ｎ
υ

属
Ｊ

■^
Ｕ

ｎ^
υ

民
Ｊ

И
仕

′
仕 496,849

Ｏ

Ｊ

ｎ
υ

ｎ
υ

2,7541000
2,165,625
3,252,465

4,827,691

101679,052
67,340 4

ｎ
ｕ
７
１

民
Ｊ

“^
Ｕ

７
１

ｎ
Ч
ψ
И
■

＝^
υ

ｎ
Ч
υ

Ｏ
・“

り^
ん
¨

ｎ
ｖ
）
ρ
Ｏ
・
ｒ
ｎ
）

2,157,121

ワ
ι

■
４

Ｅ
Ｊ

７
‥

ｎ

υ

‘
４

０
０

Ｃ
ｕ

７
１

０
こ

Ａ
Ｕ1

ｒ
ｕ
７
１
Ｃ
ｕ

И
喘

計
′ヽ
口: 22,381,733 1,364440 23,746,173 10,206,579 131539,594

4.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引はございません。

5 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた
.め に必要な事項
・ 事業費と管理費の按分方法
会議費・租税公課・支払手数料は全額管理費とする。

・前述費目以外は、75%を事業費へ按分することとする。

①人件費・法定福利費・福利厚生費・業務用交通費
事業活動ごとの仕事の量を各々自己申告させ、時間ベースで各事業活動に配分する。

②事務所賃借料・印刷製本費・通信運搬費・消耗品費・新聞図書費・会員管理費・ ITコ ンサル料・
IT修繕費・ソフト購入費・振込手数料・雑費・減価償却費
各事業の実施回数ベース (外部会場を含む)で各事業活動に配分する。



書式第 17号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

2019年度 財産目録
特定非営利活動法人日本コー レ― 卜・ガバナンス・ネッ トワーク

【A 産 の 部

2 固定資産

(3)投資その他の資産
敷金

世界貿易センタービル 12階事務局・会議室

長期前払費用

NASサ ーバー延長保証
システムサーバーメンテ

ファイルメーカーセキュリティソフト

10,705,526

科 目 金  額 小  計 計
△
口 :

57,577,526

57,256,832

60,480

60,480

212,023

48, 191

48, 191

①

1 流動資産

現金預金

手元現金
。三菱UFJ銀 行新橋支店
。三井住友銀行浜松町支店
。三井住友銀行浜松町支店

206,760

14,613,728

6,003,929

36,432,415

普通預金

普通預金

定期預金

未収金

原稿料

未収会費

正会員入会金

正会員年会費

準会員年会費

賛助会員年会費

調査研究未収会費

30,000

16,000

11,686

33,337

121,000

流動資産合計 ・・

立替金

労働保険料

57,577,526

1

1

676,947

什器備品

プロジェクター

会議室椅子

光回線用電話

システムサーバーPC(2台 )
PC(5台 )

(1)有形固定資産
建物附属設備

会議室エアコン

造作設備

入居工事

4
ｒ
Ｕ

／
■

´
仕

И
ｉ
Ｏ
Ｊ

ｎ
コ

Ｏ
Ｏ
И
仕

2,157,121(2)無形固定資産
ソフトウェア

ー次システム構築

二次システム構築

三次システム構築

NASサ ーバー構築

ｎ
υ
　

ｈ́
υ
　
И
■
　
民
Ｊ

０
０

　

＝^

）

４

，
　
７
１

ｎ
υ

ｎ
ｖ

ｎ
Ｊ
Ｏ

υ

１
４

Ｏ

υ

2,157,121

l

ｎ
ｕ

Ｏ

υ

７
１

固定資産合計 ・・・②

7,920

13,970

4,584

26,474

13,539,59



【A】 資 産 合 計 ①+② 71,117,120

【B-1】 負 債 の 部
1流動負債

25,694647

未払金

6月・賞与分社会保険料

未払消費税

749, 1321

375, 132

374,0001

前受金

正会員

準会員

賛助会

移動会

正会員

準会員

120,661, 185

金

金

金

金

会

会

費

費

会

会

入

入

会

会

入

入

員

員

年

年

90,000

20,000

50,000

20,000

9,363,662

1, 164,582

9,916,603

36,338

賛助会員年会費

移動会員年会費

預り金

社会保険料

住民税

源泉所得税 (社員)

源泉所得税 (税理士)

源泉所得税 (社労士)

MID延 期分
その他

4,284,330

366.511

92,800

764,130

12,252

1,531

3,015,306

31,800

流動負債合計 ③ 251694,647

2 固定負債
ｎ
ｕ

ｎ

ｕ

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 25,694,647

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 45,422,473

日̈



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2019年 度年間役員名簿 J擢蹴攪虐界協詭巌lξ」,ξ琳″糖昴常J理爆所並
特定非営利活動法人旦杢ユ

=述
上
==」=_型
立塑2堡_L室_2上2=立

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
回各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

氏
′●′

`コ

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )

1 匡≡彊監事
ウシシ'マ   シン

牛島 信

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

2 巨]・ 監事
キノシタ トシオ

木下 俊男

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年 月

3 厘ヨ・監事

シライシ  マスミ

白石 真澄

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

4 厘ヨ・監事
スス・キ シケ',リシ

鈴木 茂晴

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年   月   日

年  月  日

5 巨ヨ・監事
タカヤマ ヨシヨ

高山 与志子

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年:   月   日

6 厘ヨ・監事
ナカ'シマ  トオル

長島 徹

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

7 匡ヨ・監事 'ヽ

シモト タカユキ

橋本 孝之

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年 月

月

日

日年

8 匡]・ 監事
ハヤカワ ヨシハル

早川 吉春

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

9 匡ヨ・監事
,ヽヤシ  ナオキ

林 直樹

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

10 匡ヨ・監事
フナハ・シ ハルオ

松橋 晴雄

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年  月  日

年  月  日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに〇

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

氏   名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

11 匡∃・監事
マツナカ' カス'オ

松永 和夫

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年 月

月

日

年 日

12 匡∃・監事
ヤマク
｀
チ トシアキ

山 口 利昭

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

13 匡]・ 監事
オキ
・ノ  ヒロシ

荻野 博司

2019`午 7月   1日

2020年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

14 匡∃・監事
カメイ  ソフ・ヤス

亀井 信寧

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

15 匡ヨ・監事
トミナカ
・  セイイチ

富永 誠一

2019年 7月  1日

2020年 6月  30日

年   月   日

年  月  日

16 理事・匠∃
オオツカ  コウタロウ

大塚 幸太郎

2019年 7月  1日

2020年 6月 30日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法 コ ー バ

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
ウシブマ シン
牛島 信

2
キノンタ  トシオ
木下 俊男

3 スス
・
キ  シケ
・ハル

鈴木 茂晴

4 タカヤマ

高山

ヨシコ

与志子

5 ハヤカワ
早川

ヨシ

“吉春

6
フナハ
・
シ ハルオ

松橋 晴雄

7
ヤマク
・
チ  トシアキ
山口 利昭

8
オキ
・ノ  ヒロシ
荻野 博司

9
カメイ  ノフ
・
ヤス

亀井 信寧

10
トミナカ
・
  セイイチ

富永 誠―

11
オオツカ  コウタロウ
大塚 幸太郎


